
 

 

 

 

 

 

 

 

OMIYA NEWS 
No.１３２ 202４年２月１４日 JR東労組大宮地本 

ＪＲ東労組大宮地本は、大宮支社より「電車線モニタリングの導入エリア拡大について」の提案を受け関係職

場と議論を積み上げてきました。 

グループ経営ビジョン「変革 2027」の実現に向けて、メンテナンス業務の「変革」として最新技術の導入を

積極的に行い「設備のシステムチェンジ」「スマートメンテナンス」「工事の機械化・効率化」を３本柱として

業務を抜本的に変革し、安全の確保をベースに「技術的な判断業務に注力」する働き方を実現することとしてい

ます。 

背景に、電気部門は生産年齢人口の減少やベテラン世代の退職等により、要員確保や経験を礎とした従来の

仕組みでは現在の保全体制の維持継続が困難であるとされています。これらを補完するため、AI や Iot等の情

報・データ通信技術の飛躍的な進歩による仕事の変革の好機を迎えていると言われています。 

電車線検査業務の中で至近距離検査の割合が半数以上を占めることから、この間「電車線モニタリング」を一

部線区で先行導入され、多頻度線区への導入を目指し試行が進められてきました。電車線モニタリングの導入

エリア拡大にあたり、試行を重ねる中で十分な知見が得られたとしています。しかし、職場からは「トンネル区

間や夜間検測時は画像判断が困難」「実務経験を重ねていても人によって見えやすい角度や明るさが異なるた

め、判定が変わる」「摩耗データの差異や位置ずれが多い」「画像データの更新に時間がかかる」など、精度に

対する疑問やシステム環境に懸念する意見が出されています。 

工務職場の使命は、日頃から基礎となる設備メンテナンスを行い安全な鉄道輸送を提供することであり、検

査業務は設備状態を把握するための最も大切なものです。提案時の議論で、「至近距離検査に伴う高所作業が削

減され、従事する社員の安全性が向上する」「現地で検査していた所を、目視と同等の画像データで設備状態を

判断・判定できることから、設備管理に集中することができる」とのメリットが語られました。 

安全・安定輸送に尽力されている職場の声を反映させ、現状実施している「電車線モニタリング」について、

これまでの成果と課題を明確にする必要があります。そして、工務職場の安全の基礎である検査業務に集中し

て取り組むことができる環境づくりを通じて、技術力と安全性の向上が重要です。本施策が安全・健康・ゆとり

あるものとするため下記の通り申し入れを行いました。 

大地申 

第 1８号 

「電車線モニタリングの導入エリア拡大について」 

に 関 す る 申 し 入 れ を 提 出 ！ 

１．電車線モニタリング導入後の成果と課題を明らかにすること。 

２．電車線モニタリングの多頻度線区への導入エリア拡大に伴い、どのように安全性が向上するのか明らかに

すること。 

３．電車線モニタリングを今回のタイミングで多頻度線区へ導入拡大ができると判断した根拠を具体的に示す

こと。 

４．電車線モニタリングの導入エリア拡大に伴い、どのように技術力向上が図られるのか具体的に示すこと。 

５．スクリーニングデータを基に、ＪＲ判定を集中しゆとりをもってできる体制を構築すること。 

６．本施策の実施に至るための必要な教育や取扱いの体制を構築すること。 

電車線モニタリング検査の作業効率向上のために必要なシステム環境を整備すること。 

申し入れ項目 

設備管理に集中できる体制構築と安全性向上を実現しよう! 


